
（お知らせ） 

令和６年１２月１４日 

防 衛 省 

 

グアム移転の開始について 

 

標記について、以下のとおりお知らせいたします。 

 

（仮訳） 

２０２４年７月２８日の日米安全保障協議委員会（「２＋２」）共同発表に沿っ

て、第３海兵機動展開部隊(ⅢＭＥＦ)の後方支援要員約１００名による小規模

な先遣隊が、沖縄からグアムへの移転を開始しました。移転は段階的に行われ、

今回の移転で部隊の司令部は移転しません。 

 

グアムへの移転の開始は、海兵隊員の日本国外への移転の第１段階を表しま

す。日米両政府は、引き続き協力し、沖縄を含む地元への影響を軽減しつつ、日

米同盟の抑止力・対処力を強化していきます。 

 

前方プレゼンスや、同盟国及びパートナー国との日常的な関与は、米国が、力

又は威圧による現状変更の試みを抑止し、また、必要に応じ人道支援や災害救援

を提供することを含め、地域の危機に対処するための能力に不可欠となってい

ます。海兵隊は、日本の防衛及び自由で開かれたインド太平洋地域を維持するた

めの運用上の要件を満たすことにコミットしています。最終的に、海兵隊は、日

本、グアム及びハワイにおける駐留及びローテーション展開によって、インド太

平洋における前方プレゼンスを維持していきます。 

 

グアム移転事業には、２００８米会計年度価格で２８億ドルを上限として、日

本国政府による資金が提供されています。この資金提供により、主として海兵隊

基地キャンプ・ブラズ、グアム海軍基地及びアンダーセン空軍基地の施設整備事

業が支援されています。米国政府はあらゆる残余の費用を拠出するとともに、日

米両政府は、引き続き、グアムに駐留する海兵隊員の主要基地となるキャンプ・

ブラズの整備について連携していきます。 

 

海兵隊と自衛隊がグアム及び北マリアナ諸島連邦で共同訓練を実施すること

により、同盟の抑止力・対処力が強化されます。訓練場所は、日本側提供資金に

より整備されたものも対象となります。日米両政府は、更なる共同訓練の機会の

可能性を引き続き議論していきます。 

 

日米両政府は、引き続き、同盟の能力を優先し、地域における安全保障上の課

題の増大に対処するため同盟の戦力態勢を最適化し、沖縄への影響を軽減する

とともに、自由で開かれたインド太平洋地域を推進することを通じ、連携してい

きます。 


